
2月 11日・建国記念の日

（如月） FEBRUARY

新車の新規登録を行う場合に必要な、自動車の検査・登録、保
管場所証明、自動車税の納付等の手続を各役所の窓口に行かずイ
ンターネット上で一括してできるシステム。ただし、平成20年11
月現在利用できる地域は、東京、神奈川、愛知、大阪、埼玉、静
岡、岩手、群馬、茨城、兵庫の10都府県に限定されています。
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2 2009

ワンポイント

2月の税務と労務

自動車関係保有手続のワンストップサービス

国　税／平成20年分所得税の確定

申告 2月16日～3月16日

（還付申告は申告期間前で

も受け付けられます）

国　税／贈与税の申告

2月1日～3月16日

国　税／1月分源泉所得税の納付

2月10日

国　税／12月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 3月2日

国　税／6月決算法人の中間申告

3月2日

国　税／3月、6月、9月決算法人の

消費税等の中間申告

（年3回の場合） 3月2日

国　税／決算期の定めのない人格

なき社団等の法人税の申

告及び納付 3月2日

地方税／固定資産税の第 4期分の

納付

市町村の条例で定める日

梅



中
小
企
業
に
と
っ
て
の

内
部
統
制
の
必
要
性
、
目
的

内
部
統
制
と
は
、
組
織
や
企
業
の

内
部
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
こ
と
で
、

「
組
織
の
運
営
上
、
適
切
な
ル
ー
ル
が

設
定
さ
れ
、
そ
の
ル
ー
ル
が
組
織
に

属
す
る
全
て
の
人
に
よ
っ
て
守
ら
れ

て
い
る
」
状
態
に
お
い
て
、
内
部
統

制
が
有
効
に
機
能
し
て
い
る
と
い
え

ま
す
。

内
部
統
制
の
目
的
に
は
、
①
事
業

活
動
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
、

経
営
資
源
を
有
効
か
つ
効
果
的
に
活

用
す
る
、
②
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

（
利
害
関
係
者
）
に
対
し
て
、
適
正
で

信
頼
性
の
あ
る
財
務
報
告
を
行
う
、

③
事
業
活
動
に
お
い
て
、
法
規
制
や

市
場
の
ル
ー
ル
に
従
い
、
資
産
の
利

用
が
適
切
に
行
わ
れ
て
い
る
―
が
あ

り
ま
す
。

し
た
が
っ
て
、
内
部
統
制
は
、
事

前
の
チ
ェ
ッ
ク
や
管
理
だ
け
を
目
指

す
も
の
で
は
な
く
、「
不
祥
事
の
防
止
」

と
「
企
業
価
値
の
向
上
」
と
の
二
つ

の
視
点
か
ら
取
り
組
む
必
要
が
あ
り

ま
す
。中

小
企
業
に
と
っ
て
の

内
部
統
制
の
意
味

内
部
統
制
は
、
企
業
の
不
正
や
ミ

ス
を
な
く
し
、
業
務
を
効
率
的
に
行

い
、
正
確
な
財
務
報
告
に
よ
り
経
営

状
態
を
正
確
に
把
握
し
、
企
業
価
値

を
高
め
る
こ
と
が
で
き
る
経
営
ツ
ー

ル
で
あ
る
と
も
い
え
ま
す
。

内
部
統
制
で
企
業
が
得
る
メ
リ
ッ

ト
と
し
て
は
、
「
リ
ス
ク
の
防
止
」

「
業
務
改
革
」「
大
企
業
か
ら
の
取
引

の
維
持
・
拡
大
」
等
の
直
接
的
な
メ

リ
ッ
ト
と
と
も
に
、
内
部
統
制
の
構

築
と
評
価
の
過
程
に
お
い
て
付
随
的

に
「
企
業
力
、
企
業
価
値
が
高
ま
る
」

と
い
う
間
接
的
な
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り

ま
す
。

①
　
リ
ス
ク
の
防
止

最
近
で
は
、
内
部
統
制
が
有
効
に

機
能
し
て
い
な
い
企
業
が
法
令
違
反

や
情
報
流
出
等
の
不
祥
事
を
起
こ
し
、

業
務
停
止
命
令
な
ど
を
受
け
、
社
会

的
な
信
用
を
失
く
し
廃
業
に
ま
で
追

い
込
ま
れ
る
例
が
増
え
て
い
ま
す
。

い
く
ら
内
部
統
制
に
コ
ス
ト
を
か

け
る
こ
と
が
で
き
な
い
中
小
企
業
と

い
え
ど
も
、
企
業
活
動
を
安
定
的
に

持
続
さ
せ
る
た
め
に
最
低
限
行
う
べ

き
な
の
が
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

（
法
令
順
守
）
の
確
保
や
資
金
の
保
全

等
の
リ
ス
ク
防
止
の
活
動
で
す
。

不
正
を
助
長
す
る
よ
う
な
組
織
風

土
や
過
度
な
業
績
第
一
主
義
に
な
っ

て
い
な
い
か
、
品
質
や
安
全
性
を
チ

ェ
ッ
ク
す
る
体
制
に
な
っ
て
い
る
か

等
企
業
固
有
の
事
情
を
勘
案
し
、
リ

ス
ク
が
高
い
も
の
を
選
択
し
、
そ
れ

を
防
止
す
る
内
部
統
制
を
構
築
す
る

こ
と
が
大
事
で
す
。

例
え
ば
、
従
業
員
に
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
教
育
を
行
う
こ
と
や
、
内
部

通
報
制
度
を
設
け
、
不
正
を
通
報
し

た
者
に
不
利
益
に
な
ら
な
い
よ
う
に

す
る
こ
と
な
ど
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

現
金
出
納
業
務
も
ダ
ブ
ル
チ
ェ
ッ

ク
体
制
に
し
、
リ
ス
ク
を
低
減
さ
せ

る
等
そ
れ
ほ
ど
コ
ス
ト
が
か
か
ら
ず

実
行
で
き
る
こ
と
で
す
。

②
　
業
務
改
革

業
務
の
遂
行
は
、
担
当
者
の
質
に

大
き
く
左
右
さ
れ
る
た
め
、
一
般
的

に
、
人
的
資
源
の
少
な
い
中
小
企
業

に
と
っ
て
は
、
人
材
流
出
に
よ
り
、

業
務
の
質
が
低
下
す
る
リ
ス
ク
が
あ

り
ま
す
。

ま
た
、
ル
ー
ル
や
規
程
が
明
文
化

さ
れ
て
い
な
い
こ
と
が
多
く
、
意
思

決
定
が
担
当
者
任
せ
に
な
っ
て
い
る

ケ
ー
ス
が
あ
り
ま
す
。

結
果
と
し
て
、
業
務
効
率
の
低
下
、

ク
レ
ー
ム
の
発
生
、
問
題
へ
の
対
応

の
遅
れ
等
の
弊
害
が
生
じ
ま
す
。

こ
れ
ら
の
リ
ス
ク
の
低
減
策
と
し

て
、「
業
務
の
標
準
化
」「
チ
ェ
ッ
ク

機
能
の
強
化
」「
責
任
範
囲
の
明
確
化
」

「
ル
ー
ル
や
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
明
文
化
」

等
の
業
務
改
革
が
必
要
で
す
。

内
部
統
制
の
構
築
は
、
業
務
の
や

り
方
を
見
直
す
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、

ま
さ
に
業
務
改
革
に
他
な
り
ま
せ
ん
。

積
極
的
に
内
部
統
制
を
行
う
こ
と
で

業
務
改
革
に
つ
な
が
り
、
さ
ら
に
次

の
よ
う
な
メ
リ
ッ
ト
の
享
受
に
も
つ

な
が
り
ま
す
。

③

大
企
業
か
ら
の
取
引
の
維
持
・

拡
大

大
企
業
が
業
務
を
外
部
に
委
託
す

る
場
合
や
仕
入
れ
を
行
う
場
合
、
取

引
先
企
業
の
内
部
統
制
や
個
人
情
報

保
護
体
制
を
問
う
こ
と
が
多
く
な
っ
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て
い
ま
す
。

取
引
先
企
業
の
統
制
レ
ベ
ル
が
低

い
と
、
個
人
情
報
流
出
、
法
令
違
反
、

偽
装
等
不
正
や
ト
ラ
ブ
ル
に
巻
き
込

ま
れ
る
リ
ス
ク
が
高
く
な
り
ま
す
。

ま
た
、
中
小
企
業
の
業
務
を
大
企
業

が
監
査
し
た
り
、
あ
る
い
は
、
中
小

企
業
が
内
部
監
査
を
実
施
し
、
大
企

業
へ
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場

合
が
あ
り
ま
す
。

自
社
の
内
部
統
制
の
レ
ベ
ル
が
低

い
と
、
大
企
業
か
ら
業
務
を
受
託
で

き
な
い
ケ
ー
ス
が
生
じ
ま
す
。
こ
の

た
め
、
中
小
企
業
で
あ
っ
て
も
経
営

戦
略
上
、
内
部
統
制
を
強
化
す
る
こ

と
が
必
要
に
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

①
　
整
備
過
程
の
メ
リ
ッ
ト

内
部
統
制
の
整
備
で
は
、
規
程
や

マ
ニ
ュ
ア
ル
、
業
務
フ
ロ
ー
等
を
作

成
・
修
正
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

現
状
の
業
務
を
従
業
員
そ
れ
ぞ
れ
が

業
務
フ
ロ
ー
に
表
す
こ
と
で
、
気
付

か
な
か
っ
た
ム
ダ
が
発
見
さ
れ
、
省

力
化
、
情
報
共
有
化
な
ど
の
業
務
改

善
に
つ
な
が
り
、
結
果
と
し
て
競
争

力
が
強
化
さ
れ
ま
す
。

②
　
運
用
過
程
の
メ
リ
ッ
ト

内
部
統
制
の
運
用
に
お
い
て
、
従

業
員
は
単
に
規
程
や
マ
ニ
ュ
ア
ル
に

よ
る
業
務
を
遂
行
す
る
の
で
は
な
く
、

統
制
の
意
義
や
目
的
を
理
解
し
て
い

る
こ
と
が
重
要
で
す
。

こ
の
た
め
に
統
制
の
意
義
や
目
的

を
理
解
し
た
う
え
で
、
業
務
を
遂
行

さ
せ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
内
部
統
制
を
運
用
し

て
い
く
過
程
で
、
担
当
者
の
業
務
の

質
の
向
上
、
問
題
発
生
時
の
迅
速
な

対
応
、
目
標
明
確
化
に
よ
る
モ
チ
ベ

ー
シ
ョ
ン
（
や
る
気
）
の
維
持
等
間

接
的
な
メ
リ
ッ
ト
も
期
待
で
き
ま
す
。

ま
た
、
経
営
者
が
重
要
な
業
務
プ

ロ
セ
ス
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
と

な
り
、
経
営
計
画
の
正
確
性
の
向
上

や
、
す
ば
や
い
リ
ス
ク
へ
の
対
応
等

も
期
待
で
き
、
経
営
の
信
頼
性
が
高

ま
り
ま
す
。

Ｃ
Ｓ
Ｒ
（
企
業
の
社
会
的
責
任
）

の
観
点
か
ら
も
内
部
統
制
に
よ
り
、

対
外
的
説
明
責
任
も
果
た
す
こ
と
が

で
き
ま
す
。

以
前
の
社
会
で
は
社
長
は
細
か
い

こ
と
は
分
か
ら
な
い
か
ら
、
不
祥
事

が
発
生
し
て
も
知
り
ま
せ
ん
で
し
た

で
許
し
て
も
ら
え
る
こ
と
が
あ
り
ま

し
た
。
と
こ
ろ
が
、
現
在
の
社
会
で

は
、
社
長
が
な
ぜ
知
ら
な
い
の
だ
と

全
体
管
理
義
務
違
反
と
し
て
責
任
を

問
わ
れ
ま
す
。

必
要
な
報
告
が
社
長
に
上
が
る
と

い
う
体
制
を
築
か
な
い
と
、
社
会
に

対
し
て
責
任
あ
る
存
在
と
認
め
ら
れ

な
く
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

内
部
統
制
で
、
こ
の
社
会
的
存
在

価
値
も
高
ま
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

中
小
企
業
診
断
協
会
の
研
修
資
料

よ
り
内
部
統
制
の
構
築
プ
ロ
セ
ス
を

あ
げ
て
お
き
ま
す
の
で
参
考
に
し
て

下
さ
い
（
下
図
）。

内
部
統
制
の

レ
ベ
ル
が
低
い
ケ
ー
ス

明
確
な
方
針
や
仕
事
の
ル
ー
ル
が

な
く
、
従
業
員
が
自
立
的
に
働
け
な

い
ケ
ー
ス
が
あ
り
ま
す
。

中
小
企
業
で
は
、
社
内
の
仕
事
の

ル
ー
ル
が
規
程
の
よ
う
な
形
で
明
文

化
さ
れ
て
い
な
い
場
合
が
多
い
た
め
、

す
べ
て
社
長
の
指
示
を
仰
い
で
、
仕

事
を
進
め
る
と
い
う
会
社
が
多
く
見

受
け
ら
れ
ま
す
。

し
か
し
、
社
長
は
忙
し
く
て
、
従

業
員
に
自
分
の
考
え
を
十
分
に
伝
え

る
時
間
や
余
裕
が
な
い
こ
と
か
ら
指

示
を
す
る
だ
け
と
な
っ
て
し
ま
い
ま

す
。
ま
た
、
そ
の
指
示
が
社
長
一
人

の
考
え
の
た
め
、
そ
の
都
度
変
わ
っ

て
し
ま
う
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

従
業
員
は
社
長
の
指
示
が
な
け
れ

ば
動
か
な
く
な
り
、
い
ち
い
ち
社
長

に
確
認
し
て
仕
事
を
進
め
る
よ
う
に

な
り
非
効
率
と
な
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
悪
循
環
の
防
止
の
た

め
に
も
、
業
務
の
ル
ー
ル
化
や
規
程

が
必
要
と
い
え
ま
す
。
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社員の定着

中小企業の社員の定着率は70％である、
と言われています。つまり社員30人の会社
は９人が辞めているというものです。
社員が定着しない理由には、①給与の不

満、②評価の不満、③人間関係の不満等が
挙げられますが…。
この点について経営者の中では“社員が

成長し成果をあげてくれれば、給与を上げ
られ解決するのだが”と決めつけている方

がいます。この考え方で解決するとは思わ
ないのですが…。
参考になるのは、Ｕ社の例です。Ｕ社も

この問題に苦しめられました。
Ｕ社長は“従来、うちの社員への接し方

は、小学校のドリルで勉強している者に対
し高校のドリルを解けとハッパをかけてき
たのだ”、熟慮の末、これを改め“小学生
に対しては小学生の実力を発揮したら誉め
る…”。つまり、各段階に合った誉め方を
したところ、社員は納得し成長していった
そうです。下図を参照下さい。

2月号 4

貸
し
渋
り
・
貸
し
は
が
し

金
融
機
関
の
融
資
姿
勢
は
、
今
後

も
厳
格
化
す
る
、
と
予
想
さ
れ
て
い

ま
す
。
つ
ま
り
、
中
小
企
業
者
へ
の

貸
し
渋
り
や
貸
し
は
が
し
で
す
。

貸
し
渋
り
の
原
因
の
一
つ
に
株
価

の
急
落
が
あ
り
ま
す
。
例
え
ば
、
金

融
機
関
が
自
己
資
本
と
し
て
一
億
円

持
っ
て
い
る
場
合
、
中
小
企
業
へ
の

融
資
は
、
一
億
円
×
二
五
倍
＝
二
五

億
円
ま
で
可
能
な
の
で
す
が
、
株
価

が
半
減
す
る
と
、
五
千
万
円
×
二
五

倍
＝
一
二
・
五
億
円
と
融
資
枠
は
半

減
し
ま
す
。

金
融
機
関
は
自
己
資
本
比
率
を

四
％
（
＝
融
資
は
二
五
倍
）
以
上
と

い
う
Ｂ
Ｉ
Ｓ
規
制
を
守
る
必
要
が
あ

る
か
ら
で
す
。

ま
た
、
貸
し
は
が
し
に
つ
い
て
批

判
は
あ
る
も
の
の
、
融
資
を
実
行
す

る
場
合
の
契
約
書
に
は
、
金
融
機
関

の
都
合
で
借
り
手
で
あ
る
企
業
は
一

括
返
済
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と

な
っ
て
い
る
か
ら
で
す
。

カーシェアリング

カーシェアリングとは、一台の車を複
数の会員で共有する仕組みです。無人の
営業所において、短時間利用を目的とし
て、特定の会員同士で、自動車を共有し
ます。
Ｍ商事のマイカーの場合とカーシェア

リングの場合の年間費用の比較によると、
前者は90万円、後者は25万円と試算して
います。まだ、全国では500台を４千人
が利用している段階です。


